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はじめに

この冊子では、個々の事業場を対象とした業務改善助成金
や、業界団体を対象とした業種別中小企業団体助成金の活
用事例をもとに、業務の効率化や働き方の見直しなどを実施
して生産性向上を実現し、賃金の引上げを行った事例を掲載
しています。

特に、取組の中心となった人や、取組後の変化、助成活用のポ
イント等を分かりやすくまとめています。

生産性の向上を図り、賃金の引上げにつなげるためのヒント
集としてご活用いただくことができれば幸いです。



1

事例 1

【所在地】長野県  【従業員数】30～49人
【事業の種類】介護事業

介護サービスの利用者を車で送迎しています。利用者の中には車椅子を使用
している方も多く、送迎の際、車椅子を運搬することはとても重労働でした。そ
の負担を軽減するために、

より付加価値の高い業務に人と時間をかけられる
人員体制へと見直し

生産性向上による最低賃金の引上げ
従業員の経験とスキルに応じて、他の従業員の賃金も引上げ

リフト付特殊車両の導入によって業務の負担を軽減するとともに、より付加価
値の高い別の業務に人員を再配置する。　

送迎車での車椅子
運送が重労働

リフト付き特殊車両
送迎車の導入を決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

半分の人数で送迎できるようになった

従業員教育や研修に
力を入れ、サービス
向上と離職率低下を
図る

従業員 社長

助成金活用のポイント

事例１　日本ローカルネットワークシステム協同組合連合会（JL連合会）

「達成状況を‘見える化’する機能で目標管理を効率化」

■団体概要：
全国の中小トラック運送事業者によって構成される物流ネットワーク組織で
す。個々の事業者がパソコンを通じて車輛や荷物、倉庫に関する物流情報を
共有することで、日本全国のメンバー間で情報交換ができる物流ネットワーク
システムを運営しています。

運送事業者の経営の効率化を目指
し、既存のシステムに取引高や荷物登
録数・車輛登録数がリアルタイムで把
握でき、取引高目標の達成状況が可
視化される機能を追加し、以下の取組
を実施しました。

目標達成状況の可視化

運送や物流の効率化

賃金水準の上昇

取引高や荷物登録数・車輛登録数
のデータを活用することで、目標を
意識し、正確・迅速に管理

①既存のシステムに取引高目標の
達成状況が可視化される機能
を追加
②追加した機能の操作ビデオの
製作
③普及講習の開催
④物流効率化に資する研究

データを活用して可視化することで目標達成の状況を把握しやすくなり、
目標管理を効率的に実施できるようにする。

取組内容 想定する成果

会員企業１

会員企業 2

【所在地】北海道 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】運送業
JL連合会の物流システムを活用しながら協力会社と連携し業務を行っていま
す。所長は毎日パソコンを立ち上げる際に取引高目標の達成状況が可視化さ
れる機能を使い、状況を確認して経営に反映させています。

取引高の目標達成度をリアルタイムで管理し、
現状分析と対応方針の検討を進めることで、取引の拡大を目指す。

ドライバーの質を
高めるため、スピードの
出しすぎや客先での
態度をチェックし、

従業員にフィードバック所長 配車担当者

【所在地】福岡県 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】運送業
JL連合会の物流システムを業務の核になるようなものと考えて活用していま
す。所長は週に1回程度、担当者は毎日、取引高目標の達成状況が可視化され
る機能を使い、状況を確認してその後の管理に生かしています。

現場の従業員が経営的視点を持つ機会となり、
売上げ増大に対する意識を高めて取引の拡大を目指す。

どのエリアでどのくらい荷物
が動いているか傾向を分析

目標管理を通し、従業員
が経営的な視点を持つよ
う意識付け 社外の人との

ネットワークを
広げるよう、
従業員に奨励

所長 配車担当者

目標の達成状況を確認し、
配車担当者に共有

事例集の説明

業務改善助成金の活用事例

事例企業のプロフィー
ルと、助成金活用の背
景を記載しています。

業種別中小企業団体助成金の活用事例

業界団体の取組内容
を記載しています。

団体傘下企業における
取組内容を記載してい
ます。

取組の前後の主な変化
を記載しています。

生産性向上と賃金引
上げの道筋を記載して
います。

取組の中心となった人
や考え方を記載してい
ます。

助成金を活用して行っ
た取組以外に、自社で
行っている工夫を記載
しています。

助成金活用のポイント
を記載しています。
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集
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業種 取組内容 企業規模

介護 機材導入 30～49人

ホテル・飲食 システム
導入 10～19人

運送 システム
機能追加

製造・卸売 環境整備

製造 システム
導入

食料品
小売

システム
導入 10～19人

化粧品
卸売 機材導入 10～19人

事務機器
卸小売 認証取得 10～19人

歯科診療 機材導入 20～29人

倉庫 システム
導入 10～19人

理美容 機材導入 10～19人
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事例から学ぶポイント集
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機材の導入により業務の負担を軽減し、創出された時間
や人員を、他の業務に再配分する。

業務をシステム化することで、手間のかかる手作業や単純
なミスを減らす。

データの収集・管理をより早く正確に行うシステムを導入
し、開発、管理、営業などに活用する。

事業場で認証や資格等を取得して、事業基盤を強化する。

機器導入により外注していた業務を内製化し、時間や費用
の削減を図る。

事業範囲の拡大をするためのツールとなるような機材を
導入する。

法制化等の社会的変化に対応するため、事前に環境整備
を行い、要するコストを削減する。
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～最低賃金の引上げに向けて～
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業務改善助成金とは？

事業場内の時間給800円未満の労働者の賃金を引き上げた中小企業・小規
模事業者に対して、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等に係る経費
の一部を国の予算の範囲内で助成するものです。

対象となる地域は下記のとおりです（平成27年2月現在）：

支援内容：
次の事項を実施した場合に、業務改善に要した経費の2分の1（企業規模30
人以下の事業場は4分の3）が助成されます。(助成上限額は下表のとおり）

①事業場内の時間給800円未満の労働者の賃金を引き上げる賃金引上計画を策定
し、引上げを実施すること。

②労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施すること。

業務改善助成金に関するお問い合わせは、事業場を管轄する各都道府県労働
局賃金課室へお願いします。（裏表紙に記載の連絡先をご参照ください）

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、
千葉県、新潟県、富山県、静岡県、三重県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、
滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県 

引上げ額

40～59円

60円以上

40～59円

60円以上

40～59円

60円以上

40～59円

60円以上

引上げ対象労働者数

1～9人 

10～14人 

15～19人 

20人以上 

助成上限額

100万円

100万円

100万円

130万円

100万円

140万円

100万円

150万円
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事例 1

【所在地】長野県  【従業員数】30～49人
【事業の種類】介護事業

介護サービスの利用者を車で送迎しています。利用者の中には車椅子を使用
している方も多く、送迎の際、車椅子を運搬することはとても重労働でした。そ
の負担を軽減するために、助成金を活用してリフト付特殊車両送迎車を導

入しました。

より付加価値の高い業務に人と時間をかけられる
人員体制へと見直し

生産性向上による最低賃金の引上げ
従業員の経験とスキルに応じて、他の従業員の賃金も引上げ

リフト付特殊車両の導入によって業務の負担を軽減するとともに、より付加価
値の高い別の業務に人員を再配置する。　

送迎車での車椅子
運送が重労働

リフト付き特殊車両
送迎車の導入を決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

半分の人数で送迎できるようになった

従業員教育や研修に
力を入れ、サービス
向上と離職率低下を
図る

従業員 社長
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

事例２

【所在地】岡山県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】ホテル・飲食業

予約の受付や顧客の管理は、これまで電話やFAX、紙の台帳で行っており、手
間がかかる上にミスも発生していました。そこで、助成金を活用してインター

ネットでの予約受付からフロント業務までを一貫して行えるシステムを

導入しました。

フロント作業が減るとともに予約・キャンセル業務の
正確性が高まり、サービスの質が向上

生産性向上による最低賃金の引上げ
従業員の定着率が向上し、全体の賃金も引上げ

フロント業務が
手作業で煩雑

インターネット予約・
顧客管理システムの
導入を決定

＜導入前＞ ＜導入後＞

フロント業務が2割減った

従業員の制服を新しく
することで、従業員の
意識向上と顧客から
の好感度アップを図る

フロント主任 専務

業務をシステム化することで、手間のかかる手作業や単純なミスを減らす。

助成金活用のポイント
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事例 3

【所在地】福岡県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】食料品小売業

取扱商品は300種類に上りますが、その販売管理はこれまで紙ベースで行って
いたため、顧客の購買動向をつかむことが困難でした。そこで、販売実績から
売れ筋商品の動向を分析するために、助成金を活用してPOSレジシステムを

導入しました。

蓄積したデータや従業員からのアイデアなど、
様々な情報を活用して商品の開発を検討する

生産性向上による最低賃金の引上げ
今後はデータに基づく提案型の商品開発を行うことで、売上げ増大を図る

POSレジシステム導入により、データの把握や管理をより早く正確に行い、商
品開発という攻めの活動にシフトする。

紙保管の販売記録で
は分析が難しい

POSレジシステムの
導入を決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

早く正確な受注で売上げが5%アップ

POSレジデータや
パートタイム労働者か
らのアイデアを活用
し、今後の商品開発に
活かす

財務担当者 社長
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

事例 4

【所在地】岡山県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】化粧品卸売業

化粧品サンプルの製造を行っていますが、作業工程の中には手作業によるも
のが多くありました。商品に対する需要が増える中、作業をより早く正確、かつ
安全に行うために、助成金を活用して注入機材を改良しました。

機械化により生産量が大幅にアップしたことにより、
作業ラインを見直し

生産性向上による最低賃金の引上げ
採算性の向上があったため、全従業員の昇給を実施

手作業を機械化することで生産量が大幅に増大し、売上げを拡大する。　

注入機材の改良を
決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

1日の生産量が12倍になった

社内で作業ラインを見
直し、より円滑に作業
が進むよう工夫

従業員 社長

作業に手作業が多く、
生産が追いつかない
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事例 5

【所在地】山梨県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】事務機器卸小売業

コピー機など事務機器の卸小売をしていますが、他社との差別化を図り、これ
まで以上に顧客を獲得していくために、助成金を活用してISO27001の認証を

取得しました。

ISO27001認証を取得したことで新規案件を獲得し、
既存顧客からの評価も上昇

生産性向上による最低賃金の引上げ
今後は企業価値を高めることでさらに案件を獲得し、全体の賃金引上げを
目指す

認証取得という長期的・継続的な視点で、企業価値を高める取組を行う。

他社との差別化を図るため
ISO認証取得を決意

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

新規の案件を獲得した

定期的に社外報を発
行したり、地域の活
動に積極的に参加し
たりして、地域におけ
る存在意義を高める

社長
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

事例 6

【所在地】愛媛県  【従業員数】20～29人
【事業の種類】歯科診療所

治療に用いる義歯の作製は外注先に発注していました。外注では費用や時間
がかかり、細かい指示が行き届かない場合もあったため、助成金を活用して自

分たちで義歯が作成できる義歯作製機器を導入しました。

時間や費用の削減のみならず、
患者への細やかな対応が可能になり満足度が上昇

生産性向上による最低賃金の引上げ
今後は作業時間の短縮と顧客満足度の上昇により、利益拡大を図る

外注していたものを内製化することで時間や費用を削減し、利益の拡大を
図る。

外注せず自分たちで作製で
きるよう義歯作製機器の導
入を決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

作製期間が1週間から1日に短縮

患者の状態や要望に
対してきめ細やかに対
応して顧客満足度を
高める

所長

義歯作製の外注に、費用
や時間がかかっている



11

事例 7

【所在地】群馬県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】倉庫業

在庫の管理に多くの人員を費やしていました。また、倉庫の在庫管理を手作業
で行っていたため効率的ではありませんでした。そこで、助成金を活用して

バーコード管理システムを導入しました。

これまで熟練者でしか対応できなかった業務を誰もが行えるようになり、
従業員それぞれの業務内容を広げた

生産性向上による最低賃金の引上げ
今後は従業員一人当たりの収益性を高め、売上げ増を図る

システムを導入することで、これまで熟練者等の限られた者しかできなかった
業務を誰もが対応可能にする。

バーコード管理システム
の導入を決定

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

在庫管理と物品移動にかかる時間短縮

倉庫内のレイアウトを
変更し、より効率的に
業務をこなせるよう在
庫を配置

代表従業員

在庫管理に手間が
かかる
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

事例 8

【所在地】佐賀県  【従業員数】10～19人
【事業の種類】理美容業

業界内の市場が縮小し、競争が激化している状況下で、他社との差別化を図
る必要性を感じていました。そのような中、助成金を活用して移動式の理美容

車を導入しました。

出張営業にかかる準備や後片付けが効率的に行えるようになり、
新たなターゲットを獲得

生産性向上による最低賃金の引上げ
今後は従業員のレベルアップを図り、安定的な収益確保を目指す

事業拡大をするためのツールとして、出張営業を可能にする移動式理美容車
を導入する。

介護施設等に出張するため
の移動式理美容車を導入

助成金活用のポイント

＜導入前＞ ＜導入後＞

出張営業の準備と片付けが効率化

女性の多い職場のた
め、柔軟な働き方が
できるようパートタイ
ム労働者を積極的に
受入れ

代表

同業他社との差別
化を図りたい　
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業種別中小企業団体助成金とは？

最低賃金引上げに向けて、業種別団体が業界を挙げて賃金引上げのための
環境整備に取り組む費用を助成するものです。

対象となる業種は下記のとおりです（平成27年2月現在）：

支援内容：
助成の対象となる事業の実施に必要な経費のうち、謝金、旅費、借損料、会
議費、雑役務費、印刷製本費、備品費、消耗品費、展示会等出展費、通信運
搬費、原材料費、機械装置等の費用、試作・実験費及び委託費について、国
の予算の範囲内で助成が受けられます。
（上限は2,000万円、下限は100万円。）

業種別中小企業団体助成金に関するお問い合わせは、厚生労働省労働基準
局労働条件政策課賃金時間室へお願いします。

助成金の対象となる業種

①飲食料品小売業
②飲食店
③その他の事業サービス業
　（ビルメンテナンス等）
④その他の小売業
⑤食料品製造業
⑥洗濯・理容・美容・浴場業
⑦宿泊業
⑧社会保険・社会福祉・介護事業
⑨道路旅客運送業
⑩持ち帰り・配達飲食サービス業
⑪繊維工業
⑫飲食料品卸売業
⑬医療業
⑭道路貨物運送業
⑮各種商品小売業
⑯娯楽業
⑰織物・衣服・身の回り品小売業

⑱その他の卸売業
⑲総合工事業
⑳職業紹介・労働者派遣業
㉑職別工事業（設備工事業を除く）
㉒その他の生活関連サービス業
㉓プラスティック製品製造業（別掲を除く）
㉔その他の教育、学習支援業
㉕不動産賃貸業・管理業
㉖電子部品・デバイス・電子回路製造業
㉗保険業
　（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）
㉘電気機械器具製造業
㉙部品賃貸業
㉚設備工事業
㉛金属製品製造業
32印刷・同関連業
33輸送用機械器具製造業
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

助成金活用のポイント

事例１　日本ローカルネットワークシステム協同組合連合会（JL連合会）

「達成状況を‘見える化’する機能で目標管理を効率化」

■団体概要：
全国の中小トラック運送事業者によって構成される物流ネットワーク組織で
す。個々の事業者がパソコンを通じて車輛や荷物、倉庫に関する物流情報を
共有することで、日本全国のメンバー間で情報交換ができる物流ネットワーク
システムを運営しています。

運送事業者の経営の効率化を目指
し、既存のシステムに取引高や荷物登
録数・車輛登録数がリアルタイムで把
握でき、取引高目標の達成状況が可
視化される機能を追加し、以下の取組
を実施しました。

目標達成状況の可視化

運送や物流の効率化

賃金水準の上昇

取引高や荷物登録数・車輛登録数
のデータを活用することで、目標を
意識し、正確・迅速に管理

①既存のシステムに取引高目標の
達成状況が可視化される機能
を追加
②追加した機能の操作ビデオの
製作
③普及講習の開催
④物流効率化に資する研究

データを活用して可視化することで目標達成の状況を把握しやすくなり、
目標管理を効率的に実施できるようにする。

取組内容 想定する成果
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会員企業１

会員企業 2

【所在地】北海道 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】運送業
JL連合会の物流システムを活用しながら協力会社と連携し業務を行っていま
す。所長は毎日パソコンを立ち上げる際に取引高目標の達成状況が可視化さ
れる機能を使い、状況を確認して経営に反映させています。

取引高の目標達成度をリアルタイムで管理し、
現状分析と対応方針の検討を進めることで、取引の拡大を目指す。

ドライバーの質を
高めるため、スピードの
出しすぎや客先での
態度をチェックし、

従業員にフィードバック所長 配車担当者

【所在地】福岡県 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】運送業
JL連合会の物流システムを業務の核になるようなものと考えて活用していま
す。所長は週に1回程度、担当者は毎日、取引高目標の達成状況が可視化され
る機能を使い、状況を確認してその後の管理に生かしています。

現場の従業員が経営的視点を持つ機会となり、
売上げ増大に対する意識を高めて取引の拡大を目指す。

どのエリアでどのくらい荷物
が動いているか傾向を分析

目標管理を通し、従業員
が経営的な視点を持つよ
う意識付け 社外の人との

ネットワークを
広げるよう、
従業員に奨励

所長 配車担当者

目標の達成状況を確認し、
配車担当者に共有
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

事例 2　一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会（JAFIC）

「取扱い絵表示変更のための環境整備で移行にかかるコストを削減」

■団体概要：
国内アパレルメーカーを中心として構成された団体です。アパレルの生産・流
通の合理化に関する調査研究、アパレル産業に必要な情報の収集・整備・提供
等を行っています。

これまでの取扱い絵表示の表記が家
庭用品品質表示法の改正（平成27年
3月公布、平成28年12月施行予定）
に伴い、変更になります。その際、「新
取扱い絵表示（ISO表記）」への移行
がスムーズに実施されるよう、以下の
取組を実施しました。

新取扱い絵表示のガイドラインや
データベースの作成

世界市場への販売促進の加速

新絵表示移行時に想定される以下
の事項の回避：
・取扱い絵表示の不適正表示
・付替え作業による返品
・消費者からのクレーム発生
・絵表示作成時の受発注ミス
・不要な生産コストの増大 等

賃金水準の上昇

①繊維業界全体の関係者からな
る協議会の設置
②新取扱い絵表示の共有データ
ベースの構築
③インターネット上での情報発信
④啓発セミナーの開催

取組内容 想定する成果

助成金活用のポイント

法制化の前に事前の環境整備を行うことにより、移行にかかるコスト増を
削減する。　
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会員企業１

会員企業 2

【所在地】福岡県 　　　【従業員数】50～99人
【事業の種類】婦人服の企画、製造等
婦人服の企画・製造、販売を中心とした業務を行っています。会長はJAFICか
ら品質絵表示の変更についての情報を得て研修に参加し、社内での対応策の
検討を始めました。

絵表示の変更を機に、メーカーとして、より一層品質にこだわることで
良い製品を作り、利益増を見込む。

トップダウンにより、残
業禁止の取組や

有給休暇取得促進の
取組を進め、

従業員のワーク・ライフ・
バランスの向上を図る会長 社長 デザイン企画室

【所在地】東京都 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】海外アパレルメーカー製品の国内展開
海外ブランド製品を日本のセレクトショップに卸す業務を行っています。品質絵
表示の変更についての対応は、物流担当者がJAFICの発信するまとまった情
報を得て、事前に知識を深めることから始まりました。

多くの情報を得て社内・社外の関係者と積極的な情報共有を図ることにより、
不良品製造等のロスを未然に防ぐ。

卸先、倉庫等の社外関係
者とも情報共有をして変更
に備える

海外メーカーとの窓口担
当者に研修を行い事前に
準備 生産管理システムの導

入など、物流面での無
駄の削減にも取り組む物流課担当者 海外メーカー

窓口担当者

担当部署の従業員に研修
を行い事前に準備
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

助成金活用のポイント

事例 3　全日本婦人子供服工業組合連合会（JWCA）

「生産管理システムを開発し効率的な生産へ」（平成23年度）
「自社ホームページ開設を支援し取引の拡大へ」（平成24年度）
■団体概要：
婦人子供服製造業者によって構成される団体です。婦人子供服の製造業に関
する指導及び教育、情報提供、調査研究などを行っています。

国内で質の高い製品を効率よく造る
ために、以下の取組を実施しました。

生産管理システムの開発

システム導入企業で以下の事項を
実現：
・多デザイン少量生産の実現
・受注～納品の時間短縮
・技術やノウハウの蓄積 等

賃金水準の上昇

①システム開発のための研究会
設立
②生産管理システム開発
③普及説明会の実施

国内生産に適したシステムを開発することにより効率的な生産管理を行う。（平成23年度）
名刺代わりとなる自社ホームページの構築支援により取引の機会を拡大する。（平成24年度）

取組内容（平成23年度） 想定する成果

取引のさらなる拡大を目指し、下記の
取組を実施しました。

自社ホームページの開設支援

自社ホームページを持つことにより
取引の機会を拡大

ポータルサイトとマッチングサイトの
活用で取引の活性化

賃金水準の上昇

①事業説明会の実施、支援企業の
募集
②ホームページ開設支援
③業界情報が集約されたポータル
サイトと発注者と受注者を結ぶ
マッチングサイトの開設

取組内容（平成24年度） 想定する成果
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会員企業１（平成 23年度）

会員企業 2（平成 24年度）

【所在地】東京都 　　　【従業員数】30～49人
【事業の種類】高級婦人既製服の縫製
婦人服の縫製を行っています。これまで取引先から送られてくる紙の仕様書は
枚数が多く、頻繁に変更するため、管理や参照に手間がかかっていました。社
外からも管理できるシステムの導入を目指しました。

仕様書の管理にかかる無駄を省き、追加的なノウハウを管理者が
後輩に継承することで、従業員の熟練度を向上させて売上げ増を目指す。

技術力の高い管理者が
現場に入り、従業員に
仕様書だけでは伝わら
ないノウハウを口頭で
指導するプロジェクトを
実施社長 製造ラインの担当者

【所在地】大阪府 　　　【従業員数】50～99人
【事業の種類】高級婦人既製服の縫製、加工
婦人服の縫製を行うとともに、協力会社と連携して婦人服の特殊な加工も
行っています。この特性をアピールできるような自社ホームページを開設し、取
引の拡大を目指しました。

自社の強みを活かし、積極的にPR活動をすることで、取引の拡大を図る。

自社の業務内容や強みを
PRするホームページを開
設して取引拡大を目指す 特殊な加工も含めた

幅広い企画・提案を
行い、営業力を高める

工場長

縫製の仕様書を電子的に管理
することで、管理や参照の際に
かかった手間や費用を削減する
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～最低賃金の引上げに向けて～
生 産 性 向 上 の 事 例 集

参考情報

最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業
業種別支援策：最低賃金引上げに向けた、業種別団体の賃金底上げの
ための取組を支援（業種別団体助成金の支給） 

検索エンジンから「厚生労働省」、「業種別団体助成金」で検索

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/02.html

検索厚生労働省　業種別団体助成金

関連官公庁ホームページ
厚生労働省

個別支援策：最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者の
取組を支援（業務改善助成金の支給）

検索エンジンから「厚生労働省」、「業務改善助成金」で検索

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html

http://www.mhlw.go.jp/

中小企業庁
http://www.chusho.meti.go.jp/

検索厚生労働省　業務改善助成金

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/02.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html


～ワン・ストップ無料相談について～

都道府県庁所在地の中小企業団体に委託して[1] 相談、
[2] 中小企業への専門家派遣等を実施する「最低賃金総合
相談支援センター」を設置（47箇所）し、経営課題と労務
管理の相談をワン・ストップかつ無料で提供し、中小企業を
支援する体制を整備しています。

詳しくは、検索エンジンから、「厚生労働省」、「ワン・ストッ
プ無料相談」で検索してください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/01.html

検索厚生労働省　ワン・ストップ無料相談

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/01.html





